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歳 入 歳 出
差   引 実 質 収 支

実質単年度
収   支

項 目

歳 入 総 額 歳 出 総 額

381,1123,811,335上 越 市 4,406,055102,378,761 97,972,706

1,664,569396,886,184 4,604,440 3,941,174401,440,624新 潟 市

0111 265 220

301 773 ▲  693 673

126 799 252 479 894129 279 146

384 82250 742 929 50 358 107

1,854,345 ▲  1001934
|

| 2,162,537441989146547,152,002柏 崎 市

123,019新 発 田 市 847,60542,071,64043,004,356 932,7161

小 千 252312

659250

1

1

744 872 535 45717 732 06018 7

107 433 83 91311 31 11 179 591

117 753 1 519 841 386 80237 582 853 35 465 1001

371,900 ▲  348,88418,198,274 413,92518,607,199見 附 市

li 409,896 1,233,17036.088,689 1,487,28734,601,402村 上 市

657861

485 984537

11

▲

市

1 098 501 999 18935 251 362

1 032 6 30 971 7 101

▲  115 81919 847 816 1 747 22921 420 574

1 656 827

2 072 758

197,944726,663121,679,401 757,34922,436,750五 泉 市

42,714,028 2,098,284 1,35と ,687

915 308 699 538 ▲  136 61021 237 250 20 321 942

624 017

▲  290 062

▲  66 728684

818

7魚 沼 市

44 807 312

30 471 12631 249 810

1 242 349 607 74331 532 972 1 433 013 790

738▲1 631 927 579 37116 180 054 548 127

120 1 582 690 1 277 036 180 76157 729 628

県 内 20市 決 算 状 況

類似団体
(施行時特例市 )
27市平均

|

▲ 3 716058 91 617 973 3 220 085 2 409 613

(注)類 似団体……・令和元年度は、施行時特例市27市
水戸市、つくば市、伊梯崎市、大田市、熊谷市、所沢市、春日都市、

草力日市、平塚市、小田原市、茅ヶ崎市、厚木市、大和市、長岡市、

上越市、松本市、沼津市、富士市、一官市、春 日井市、四日市市、

岸和国市、吹田市、茨木市、加古)|1市、宝塚市、佐賀市

(注)決 算額等は、地方財政状況調査によるもので一般会計の数値とは一致しない。
(注)他 市の状況は、速報値であるため今後変更の可能性がある。
(注)表 の指数は、表示単位未満で調整しているため、総数とその内訳が一致しない場合がある。
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攻 目

市 名

笑 質 収 支
比   率
(%) 膜 位 Лl貞イ五

":良

奄正

上 越 市 6.8 94.8 14 97.1 8 0。 62 4

新 潟 市 1,7 94.9 15 91,9 20 0,70 1

長 岡 市 2.3 91.9 9 96.6 16 0.61 5

三 条 市 1,2 95,3 16 97.0 11 0.58 6

柏 崎 市 7.8 93.7 12 96,7 15 0。 70 1

新 発 田市 3.3 89,3 6 97.1 8 0.49 9

小 千 谷 市 7.5 81.5 2 96.4 18 0.56 8

加 茂 市 1.5 98.5 19 97.0 11 0.43 13

十 日町 市 7,7 98.0 18 97.1 8 0,34 18

見 附 市 3,8 98.8 20 92.0 19 0.57 7

村 上 市 6.5 91.2 8 98。 2 1 0.35 17

燕   市 5.0 92.0 10 96。 9 14 0.64 3

糸 魚 川 市 6.6 94.6 13 97。 2 6 0.47 11

妙 高 市 14.7 80.8 1 96.6 16 0.44 12

五 泉 市 5.4 88.5 4 97.9 4 0,43 13

阿 習 野 市 5.6 89.6 7 97.2 6 0。 42 15

佐 渡 市 5.2 92.9 11 97.7 5 0。 23 20

魚 沼 市 4.0 88,9 5 98.0 3 0.29 19

南 魚 沼 市 6.4 87,1 3 98.2 1 0。 41 16

胎 内 市 6.3 97.8 17 97.0 11 0.48 10

20

(施行時特例市)
27市平均

5.5

4.9

92.0

93。 2 98.1 0。 90

(注))贋位は、それぞれの比率等の良好な順序。
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市民1人当たり決算額の状況

平 成 29年 度 平 成 30年 度 令 和 元 年 度

上  越  市
県内

20市平均

類似団体
む6市平均
施行時特例市

上  越  市
県内

20市平均

類似団体
31市平均
施行時特例市

上  越  市
県内

20市平均

類似団体
27市平均
麹行時結例市

H30,1.1現在人口

195,200人

人

110,092

人

260,452

H31,1.1現在人由
193,275ノ (

人

109,053

人

251,729

R2.11現在人口
191,197人

人

107,953

人

254,183

市民 1人
当たり

前年度比
市民 1人
当たり

市民 1人
当たり

市民1人
当たり

前年度比
市民 1人
当たり

市民 1人
当たり

市民 1人
当たり

前年度比
市民 1人
当たり

市民1人
当たり

歳 入 総 額

円

583,933

%

2.9

円

535,888

円

367,907

円

520,862

%

▲ 108

円

520,900

円

365,574

円

535,462

%

28

円

534,768

円

373,109

歳 出 総 額 560,748 10 523,161 356,555 499, 874 ▲ 10 9 507,038 354,201 512,418 25 520,107 360,440

実 質 収 支 16,778 804 9,776 9,073 15,891 ▲ 53 11,031 8,824 19,934 25 4 11,830 9,480

歳

　

　

入

市 税 159,431 15 140,434 156,665 161,645 1,4 147,321 161,406 162,304 0.4 149,992 164,453

地 方 交 付 税 114,010 1 4 118,393 29,437 111,143 ▲ 2.5 117,402 25,562 113,lH 1.8 119,463 23,823

国 庫 支 出 金 67,966 ▲ 147 68,925 60,881 50,395 ▲ 25,9 63,428 57,213 52,993 5,2 69,349 59,992

県 支 出 金 31,728 4 1 30,407 24,374 33,108 43 29,944 24,321 32,423 ▲ 2.1 31,687 25,548

地  方  債 100,517 302 68,390 30,397 53,395 ▲ 46.9 61,883 29,615 64,250 20,3 65,931 29,169

その他の歳入 110,282 ▲ 0.3 109,339 66,153 111,176 08 100,922 67,457 110,381 ▲ 0,7 98,346 70,124

歳

　

　

出

人  件  費 85,185 ▲ 0,9 88,938 56,107 86,939 2 1 89,811 56,490 84,170 ▲ 3.2 89,772 56,975

扶  助  費 74,807 07 84,199 92,932 75,041 03 84,530 90,070 78,559 4,7 88,458 92,635

公  債  費 60,733 ▲ 137 57,682 31,413 61,661 60,181 29,663 61,120 ▲ 0,9 59,989 28,401

投 資 的 経 費 123,995 10,9 81,319 44,463 59,172 ▲ 523 69,170 45,723 59,887 1,2 77,702 46,672

その他の歳出 216,028 16 211,023 131,640 217,061 05 203,346 132,255 228,682 5,4 204,186 135,757

そ

の
他

経常一般財源 277,875 05 274,323 197,011 280,340 09 277,694 199,105 284,289 1.4 283,105 201,093

地方債現在高 663,577 8 1 675,426 313,630 665,791 0,3 688,021 301,967 679,534 2 1 704,818 288,365

財政lJ罰整基金・

減債基金現在高
55,509 ▲ 154 34,531 28,354 54,430 ▲ 19 37,485 30,129 53,290 ▲ 21 38,764 30,651

人口千人当たり耳議員数

人

8 54 ▲ 0.6

人

10 12

人

7.16

人

8,46 ▲ 09

人

10.16

人

7.10

人

8.42 ▲ 0.5

人

10,13

人

6 69
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款 項 目 事   業 充用額 '事   由
2 1 11 レインボーセンター管理運営費 450 【大雨災害関連】

2 1 14 上越文化会館管理運営費 2,333 【指定管理者減収補填関連】

2 1 26 市民プラザ管理運営費 2,447 【指定管理者減収補填関連〕
2 7 1 リージョンプラザ上越管理運営費 2,009 【指定管理者減収補填関連】

3 1 1 市民いこいの家管理運営費 217 【指定管理者減収補填関連】

3 1 7 くるみ家族園管理運営費 547 【指定管理者減収補填関連】

3 2 4 放課後児童クラブ運営費 9,506 【新型コロナウイルス感染症対応関連】

3 4 1 災害弔慰・見舞事業 89 【大雨災害関連】
【大雨災害関連】3 4 1 避難所運営費 6

3 4 1 台風 19号災害救助費 3,620

113

【大雨災害関連】

【災害支援関連】

【災害支援関連】
【新型コロナウイルス感染症対応関連】

3 4 1 台風 19号災害支援費
3 4 1 台風 15号災害支援費 120

4 1 1 新型コロナウイルス感染症対策費 186

5

6

1 1 勤労者福祉施設管理運営費 618 【指定管理者減収補填関連】

1 2 大池いこいの森ビジターセンター管理運営費 298 【指定管理者減収補填関連】

6 1 3 安塚地域産業振興施設管理運営費 513 【指定管理者減収補填関連】
6 1 3 月影の郷管理運営費 204 【指定管理者減収補填関連】

6 1 3 六夜山荘管理運営費 164 【指定管理者減収補填関連】
6 3 2 柿崎漁港整備事業 4,994 その他 (柿崎漁港しゅんせつ工事 )

7 1 2 中小企業融資支援事業 580 【新型コロナウイルス感染症対応関連】

7 1 2 中小企業融資支援事業 1,440 その他 (少雪関連)

7 1 3 雪国文化村リゾー ト推進事業 12,760 その他 (源泉揚湯試験調査 )

7 1 3 観光施設等管理事業

道路維持費

30,073 【指定管理者減収補填関連】

8 2 2 1,020 【大雨災害関連】
8 3 1 河川管理費 2,021 【大雨災害関連】

10 1 2 学校教育総務費 4,293 【新型コロナウイルス感染症対応関連】

10 5 1 上越科学館管理運営費 2,162 【指定管理者減収補填関連】

10 5 4 博物館管理運営費

体育施設管理運営費

1,186

1,900

その他 (訴訟関連経費)

10 6 4 【指定管理者減収補填関連】
10 6

1

5 オールシーズンプール管理運営費

農地、農業用施設災害復旧費

629 【指定管理者減収補填関連】

【融雪災害関連】
【大雨災害関連】

11 1

1

13,420

11 1

1

農地、農業用施設災害復旧費 50,366

11 2 林業用施設災害復旧費 2,584 【融雪災害関連】
11 1

2

2 林業用施設災害復旧費 13,465 【大雨災害関連】
【融雪災害関連】
【大雨災害関連】
【大雨災害関連】

11

11

1 道路橋梁災害復旧費 3,424

2 1 道路橋梁災害復旧費 5,300

11 2 2 河川災 ; :復旧費 2,376
ハ

計 177,433

一般会計予備費の執行状況

事業別

事由別

(単位 :千円)

(単位 :千円) (単位 :千円)

予備費

9月補正予算額

当初予算額

10月 専決補正予算額

3月 補正予算額

28,000

100,000

67,000

300,000

事  由 充用額

【融雪災害関連】 19,428

【大雨災害関連】 78,713

【災害支援関連, 233

【新型コロナウイルス感染症対応関連】 14,565

【指定管理者減収補填関連】 44,114

その他 20,380

合   計 177,433

現計予算額

充用額

495,000

▲  177,433

4
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進捗状況

順調に進捗
行政運営手法の見直 し大項目 1

第 6次行政改革推進計画の令和元年度の取組結果

1 取組結果の概要

:|【基本方策〕

少子高齢化や人口減少が進行し、かつてのような経済成長や大幅な税収の増加は期待できず、将

来的にも国や地方の厳しい財政状況が見込まれる中、当市においても、財源や人材 (職員)な ど限

りある経営資源を最適に配分していかなければならない。

そのためには、「最少の経費で最大の効果をあげる」という理念の下で、持続可能な行財政基盤の

確立と早期の財政収支の均衡を図るために、優先的に取り組むべき事業への重点化や経営資源を最

適配分するための事務事業の見直しに取り組む。

|【進捗状1滉〕|

中項目の 2つの取組は順調に進捗していることから、行政運営手法の見直しに向けた取組は、着

実に進捗していると評価した。

◆ 中項目 何}行政評価の実施 順調に進捗

|【取組状滉】|

○ 第 6次総合計画後期基本計画策定時に行つた施策評価を踏まえ、令和元年度予算に反映できなか
つた課題等を「強化・拡充するテーマ」として設定し、政策協議を進めた。

○ 平成 31年 2月 に公表した事務事業評価の結果について、改めて実施年度等を加えた上で、令和
元年 11月 に公表した。

O 事務事業評価の結果に基づく全 246事業の廃止や見直すべき取組のうち、取組初年度の平成 30

年度から令和元年度末までに 139事業、56.5%の取組が完了した。

◆ 中項目 (2}政策協議の実施

|【取1組状1滉〕|

順調に進捗

O 総合計画及び地方創生の政策分野ごとに課題を捉え、15項目のテーマ設定とあるべき姿に向けた

政策立案を行い、政策協議を実施し、>―マに基づいた新規 。拡充事業を令和 2年度予算に反映し

た。

=課
題■致善点I
O スケジュールを見直し、各部局が新規・拡充事業を検討する時間をできるだけ確保する。
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進捗状況

順調に進捗
歳入確保の推進大項目 2

〔基本方1策ユ
ー

将来にわたり持続可能な市政運営を進めていくため、事務事業の見直しや経費の削減による歳出

の抑制を図る一方、市民ニーズや社会経済情勢の変化等に対応し得る安定した財源の確保を図る。

〔進捗状1滉】|

中項目の 2つの取組は順調に進捗していることから、歳入確保の推進に向けた取組は、着実に進

捗してヤヽると評価した。

◆ 中項目 佃}回県補助金等の確保

【取組状況】

順調に進捗

○ 国に対する要望活動として、北信越市長会を通じて全国市長会が実施する提言に向け要望すると
ともに、市単独中央要望を実施した。また、県に対しては、県市長会等を通じて要望するとともに、

新たに市単独で県知事要望を実施した。

○ 令和 2年度当初予算編成に当たり、国県補助金の活用に全庁で取り組んだほか、令和元年度の国
補正予算を積極的に活用した。

○ 県の行財政改革の影響について、予算査定の過程で事業主管課に情報収集を指示するとともに、
県予算の削減により市の負担が増加しないよう県に要望した。

◆ 中項目 (2)自主財源の確保 順調に進捗

【取組状1滉ユ|

○ 未利用財産の売却・貸付けの促進については、売却可能資産の商品化及び情報発信を適時に行い、
普通財産の早期売却を推進するとともに、貸付けの協議を進め、長期間の貸付契約を締結した。ま

た、除却費用の節約や売払いにかかる時間の短縮のため、建物付土地の売去口について検討を行い、

専門家の助言を受けた上で、令和 2年度に試行的に実施することとした。

○ 受益者負担の適正化については、令和 2年 4月 からの使用料の改定に向け、令和元年 12月 議会
において関係条例を改正し、ホームページや広報上越の他、各施設において利用者に周知した。

O 国、県の手数料改定にあわせ、当市の手数料を改定した。
○ 市税等収納率向上については、現年度分を繰り越さないよう徴収を強化するとともに、きめ細か
な納税相談・指導や一斉催告などを行い、現年分、滞納繰越分ともに滞納額を圧縮した。

○ 納税意識の希薄な納税者に対し厳正な滞納処分を行う対応を強化した一方、実態調査を踏まえた
滞納処分の執行停止、不納欠損処分を行い、適切な債権管理を行った。

モ課議●改善点】

○ 次の使用料改定の際には、利用者へ十分な周知期間を設ける。
O 市税等収納率向上のため、効果的な催告や滞納処分を行うとともに、新型コロナウイルス感染症
の影響により納付が困難な納税者の実情を踏まえ、納税の猶予制度等を適切に運用し、計画的な納

付につなげる。
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進捗状況

おおむね順調に進捗
公共施設の適正管理の推進大項目 3

【基本方策}

今後も減少が見込まれる歳入に見合つた歳出削減に取り組む中、公共施設も同様に維持管理等に

係る経費をいかにして縮減していくかが課題となっている。

そのため、機能が重複する施設の適正配置や民間譲渡を行うことで、施設総量を抑制するととも

に、維持すべき施設の長寿命化を図ることで、真に必要なサービスの提供と将来の財政負担の軽減

に取り組む。

|【進捗状況】

不十分な取組があるものの、おおむね順調に進捗していることから、公共施設の適正管理の推進

に向けた取組は、着実に進捗していると評価した。

◆ 中項 目 何) 設 の 摘 正配置の推進及び維 管理の晏摘化 おおむね順調に進捗

【取組状況}―

○ 公の施設の再配置に係る取組方向や基本的な考え方を整理した上で、関係者との協議を行うとと
もに、協議状況を踏まえ、再配置候補施設リストを取りまとめた。

○ 新型コロナウイルス感染症への対応から、現行の指定管理者制度の運用に課題があることが判明
したことから、指定管理者制度の在り方を改めて整理した上で、運用指針を策定することとした。

【課題●改善1燕】i

O 関係者との協議が完了していない施設について、引き続き協議を行う。
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進捗状況

順調に進捗
第ニセクター等の経営健全化の推進大項目 4

【基本方策】|

第ニセクター等は、市に代わる公共サービスの担い手として、民間の資金や人材、経営ノウハウ

などを活用することにより、効果的 。効率的な公共サービスを提供するとともに、地域振興や地域

雇用の拡大などを目的に設立された。

しかしながら、社会経済情勢の変化により、設立当初の第ニセクター等の存続意義も大きく変化

する中で、経営状況の著しい悪化は、市の財政にも深刻な影響を及ぼすことが懸念される。そのた

め、第ニセクター等の存廃の検討を含めた経営の健全化について、速やかに取り組む。

【進捗状1滉】―

)庚調に進捗していることから、第ニセクター等の経営健全化の推進に向けた取組は、着実に進捗

していると評価した。

◆ 中項 目 佃)第ニセクタ―等の経営健全化の推進 順調に進捗

||【取組状況}|

O 平成 30年度に策定した「第ニセクター等に対する関与方針」に基づき、対象法人の存続意義や事

業継続の是非を含め、将来の方向性について検討した。

○ 検討に当たつては、組織や人事等に関する詳細な資料を収集するとともに、第ニセクター等に対
するヒアリングや意見交換等を踏まえ、所管課と連携して検討した。

O 「第ニセクター等経営検討委員会」を開催し、対象法人の方向性について、専門的見地から助言
等をいただき、最終的に答申を受けた。その答申を踏まえ、市として

「第ニセクター等の方向性の

検討結果」を取りまとめた。

|【課題 日改善点】―

○ 方向性の実現に向けて、第ニセクター等の設立経緯等も踏まえ、所管課を中心に第ニセクター等
や地域、関係者等との合意形成を図る必要がある。
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進捗状況

順調に進捗
効果的・効率的な組織体制の推進大項目 5

【基1本方策】

厳しい財政状況にあつても、将来にわたり安定的・継続的に適正な行政サービスを提供できるよ

う、事務事業に応じた適正な職員数を確保し、環境の変化に対応できる機動的な組織体制を構築す

るとともに、職員の意識改革と能力向上により、更なる行政運営の効率化を図る。

玉1進捗状滉】

中項目の 3つの取組は、順調に進捗していることから、効果的・効率的な組織体制の推進に向け

た取組は、着実に進捗していると評価した。

◆ 中項目 何)定員適正化の推進 順調に進捗

|【取組状況】

○ 退職予定者等の再任用の希望や辞職等の見込みを踏まえて職種ごとの採用予定者数を調整し、令
和 2年度職員採用計画に基づく職員採用試験を実施した。

O 定員要求及び定員ヒアリングを通じて、業務の性質や分量を把握・分析し、令和 2年度の定員を
決定した。

○ 令和 3年度以降の定員見通しを再精査するとともに、退職・辞職 。再任用の見込み数を時点修正
し、必要な職員数を確保するための令和 3年度採用計画を作成した。

◆ 中項目 (2}組織の見直し

|【取組状1溌】

順調に進捗

○ 健康福祉部を「福祉部」と「健康子育て部」に機能分化した。
○ 農村振興課内に「中山間地域農業対策室」を、スポーン推進課内に「全国高校総体推進室」を設

置するとともに、ガス水道局総務課内の 「経営企画室」を
「経営企画課」とした。

O 会計事務の効率化を図るため、請求書データの入力等を自動化するRPAソ フトウエアの導入に

向けた実証実験を行つた。

◆ 中項目 (3〕 成 の 推 進 順調に進捗

I取組状
―
滉I

O 階層別研修を実施し、各職階に応じた事務処理能力、危機管理能力等の基本的資質の向上を図つ

たほか、若手職員の育成に重点を置いた課題別研修を通じて、問題解決や政策形成能力を高める取

組を進めた。

O OJTに より、新規採用職員や若手職員の育成を行つたほか、再任用職員や専門職員が持つノウ
ハウ・技術の次代を担う職員への承継を進めた。

○ 職員の能力を引き出し、職務に対する意欲を高めるため、職員のキャリアデザイン、適性及び能

力を踏まえた人員配置を行つた。
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2 取組結果の一覧

大

項

目

中

項

目

No. 取組項目

令和元年度

取組状況

(Do)

取組工程に

対する評価
令和4年度の到
達目標に対する
達成見込み

(Check)

取組主管課等

1 行政運営手法の見直し

)行政評価の実施

①
(施策評価 )

(事務事業評価 )

(2)政策協議の実施

② 政策協議の実施

ll買調に進捗

ll買調に進捗

計画どおり 達成見込 企画政策課

計画どおり 達成見込 行政改革推進課

順調に進捗

計画どおり 達成見込 企画政策課

2歳入確保の推進
)国県補助金等の確保

③ 国県補助金等の確保
(要望活動 )

(国県補助金の有効活用等)

(21自 主財源の確保

④ 未利用財産の売却・貸付けの促進

受益者負担の適正化
(使用料 )

⑤
(手数料 )

⑥ 市税等の収納率向上

順調に進捗

順調に進捗

計画どおり 達成見込 企画政策課

計画どおり 達成見込 財政課

順調に進捗

計画どおり 達成見込 用地管財課

計画どおり 達成見込 行政改革推進課

計画どおり 達成見込 財政課

計画どおり 達成見込 収納課

3公共施設の適正管理の推進
)施設の適正配置の推進及び維持管理の最適化

⑦ 施設の適正配置の推進及び維持管理の最適化

おおむね順調に進捗

おおむね順調に進捗

一部未実施 達成見込 行政改革推進課

4第ニセクター等の経営健全化の推進
)第ニセクター等の経営健全化の推進

③ 第ニセクター等の経営健全化の推進

順調に進捗

順調に進捗

計画どおり 達成見込 施設経営管理室

5効果的・効率的な組織体制の推進
)定員適正化の推進

③ 定員適正化の推進

組織の見直し

(効率的な組織の構築)

⑩ 組織の見直し
(組織の事務事業の適切化 )

人材育成の推進

① 人材育成の推進

順調に進 |′ケ

順調に進捗

計画どおり 達成見込 人事課

順調に進捗

計画どおり 達成見込 人事課

計画どおり 達成見込
行政改革推進課

人事課

順調に進捗

計画どおり 達成見込 人事課

計画以上の数 0 15 達成見込の数

計画どおりの数 14 0 未達成見込の数

一部未実施の数 1

未実施の数 0
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3取組結果の詳細

命和4年産の
コ建目極

令和二年雲 令和2年度

計霞内容
(Plan)

取報工程に驚する吾巨
(Chol〔 ) 見直し、

改善事塩
(Acuon)

静重1内害
(PIB,:)目 ロ 群

“ 具体織な内喜
解

“
令和4年産の封建目捏
に対する違成見込み

1行政運営手法の見直し
(1)行政評価の実施

①行政評価の実施

・施策評価及び事務事
業評価を実施し、通切
な進捗管理を行うこと
で、限られた経営資源
が最適配分され、市民
が真に必要とするサー
ビスが提供されている
状態

【達成目安】
・事務事業評価の結果
に基づく、事業完了割

「強化・拡充するテーマ」をあ
い て

画 及

て し 資する重

計

画
ど
お
り

は
達
成

見
込

して

する。 こす

・事務事業評価の結果
に基づき、改善の取組 し、

る。

1009る 【達成目安】
・事務事業評価の結果
に基づく、当該年度の
事業完了割合100%

目

く、当
了割 1009る

[事務事業評価 ]
・3月 末、9月 末の進捗状況を照会
し、課題が発生している事業につい
て、担当課と今後の対応について協

・適時に事務事業評価の進捗
状況の確認を行い、担当課に
取組を促すことで、事務事業評
価の結果に基づく取組が進ん
でいるため。

に て し

て

計

画
ど

お
り

度等を加えた上で、令和元年11月 に
公表した。
・総務常任委員協議会 (1月 30日 開
催)において、事務事業評価の進1歩
状況について説明した。
・事務事業評価の結果に基づく全
246事業の廃止や見直すべき取組の

うち、令和元年度末までに139事業、

達
成

見
込

定に向

安に対する状況]
に基づく 当
69る

協議の実施

第6次総合計画に基 ・第6次総 方創生の政策分 強化・拡充するテーマに基づ 新規

及 政

の見 し、 マ設定 アリ (施

し、令和2年度 成 策評価)を行い、施策
の課題や方向性を明確
化する。

案を行つた。
テーマは るため、ス

―ルの見
よ しを行う。

開されている状態 背景」及び「課題解決の対策」につい

ては、10月 7日 に開催した部局長・所
長会議で説明し、同日、各部局に通
知を行つた。
・提案された事業について、11月 6日
から11月 11日 にかけて政策監ヒアリ
ングを実施した。
・政策監ヒアリングの評価結果に基
づき、11月 12日 から12月 24日にかけ
て政策協議を実施し、12月 26日に政
策協議結果を通知するとともに、予
算要求を行つた。

こ必
計

画
ど

お
り

達

成

見
込

の

し

予算編成に

反 映する 反映する。
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令和2年度

計弱肉害
(plen) 拝

具体的な内1害
静 目標

見直し、
改善事項
くA蘭on)

計獨―内暮
くPIan)

令和4年度の
封建目標

達
成

見
込

・情報収集を行うとともに、国、
県への市単独要望及び市長

こつ

げ

等の と る。

もとと[要望活動]

る。

計

画
ど
お
り

風19号による災害に
対する要望を併せて行つた。
・8月 28日 に、市単独県知事要望を
実施した。
・9月 と12月 に、国の予算に係る情報
収集を庁内に依頼した。

・6月 に自由民主党新潟県支部連合
会を通じた令和2年度県予算に対す
る要望をとりまとめて提出した。
・10月 に県市長会を通じた令和2年

度県の施策及び予算に関する要望
をとりまとめて提出した。

188月 1日 11

に第 1 75月 回

した。なお、11月
、19日 に、市単

[回県補助金の有効活
用等]
・予算編成方針等にお
いて、国県補助金等の
有効活用の徹底を指示

は、課題対応
案件として事業主管課
と財政課で情報を共有
し、必要な補助額を確
保するよう効果的な要
望活動を実施する。
・年度当初の補助金、
交付金の内示にあわ
せ、事業の執行内容及
び財源構成の調整を行
う。

る

計

画
ど
お

り

・年度当初の補助金、交付金の内示
を受け、執行内容の精査及び財源
構成の調整を行つた。
・令和2年度当初予算編成に当たり、
国県補助金の活用に全庁で取り組
んだほか、令和元年度の国補正予
算を積極的に活用した。

■)し

る

の しなし負担 力`増カロり市

よ した。

てヽ 重 的な要望点 活動

た

達
成

見
込

補助金、交付金の内示状況

できたため。
年度間調整が困難な補
は、個別に要望活動を

否調整の可
んヾ

また、
業

予算編成方針等にお
、国県補助金等の
活用の徹底を指示

保するよう効果的な要
望活動を実施する。
・年度当初の補助金、
交付金の内示にあわ
せ、事業の執行内容及
び財源構成の調整を行
う。

は 、

い て

案

し、

情報収集や要望活

県支

に定める

ている状

(1)国県補助金等の確保

県補助金等の確保

。売却・貸付けの促進に
向けた条件設定や手法
等の再検討・見直しを
イ子う。
・市ホームページや民
間の不動産情報サイト
を通じ、予算計上土地
を始めとする普通財産
の早期売却・貸付けを
進める。

【達成目安】
目標額 234,158千 円
売却面積 1,950下

※参考
売却額 98,342千 円
貸付額 135,816千円

計

画
ど
お

り

・売却可能資産の商品化及び情報
発信を適時に行い、普通財産の早
期売却を進めた。
・除却費用の節約や売払いにかかる
時間の短縮のため、建物付土地の
売却について検討を行い、専門家の
助言を受けた上で、令和2年度に試
行的に実施することとした。
・貸付けの協議を通時に進め、長期
間の貸付契約を締結することができ
た。

[達成目安に対する状況]
売却・貸付額 374.288千円
売却面積  20,32779∬

※参考
売却額
貸付額

232,384千円
141,904千 円

達
成

見
込

・売却においては、予算に計上
のない三和西部産業国地や板
倉北部工業国地において多数
の売却があつた上に、従前か
らの懸案物件への購入アプ
ローチに封し、早期の対応によ
り売却できたことなどから、日
安とした額を大幅に上回つたた
め。
・貸付けにおいては、新たな土

め。
・売却と貸付けを合わせて目標
数値を大幅に超えて達成する
ことんヾできたため。

の

・建物付土地の売却を
実践し、事務手順を整
える。
・市ホームページや民
間の不動産情報サイト
を通じ、予算計上土地
を始めとする普通財産
の早期売却・貸付けを
進める。

【達成目安】
目標額 214,084千円
売却面積 1,318ド

※参考
売却額 86,383千 円
貸付額 127,701千円

・計画期間内の未利用
財産の処分 (売却・貸
付け)目 標を次のとおり
とする。

【達成目安】
目標額 818,977千 円
売却面積 6,825ド

※参考
売却額 318,530千円
貸付額 500.447千円

用財産の売却・貸付けの促進

[使用料]
・平成30年度と比較し、
サービスの提供に要す
る経費に対する料金収
入が進切な割合となる
など、受益者負担の更
なる適正化が口られて
いる状態

・令和元年10月 の消費
税率引上げにあわせ、
使用料を改定する。
・定期改定に向けた準
備を行う。

計

画
ど
お
り

・受益者負担の適正化を図るため、
使用料の改定を行つた。
・令和2年 4月 からの使用料の改定に
向け、全地域協議会に報告した。
・12月議会において関係条例を改正
し、12月 19日 付けで施行した。
・使用料改定について、
ジや広報上越の他、各
利用者に周知した。

ムペーホー

施設におし

達
成

見
込

受益者負担の買なる適正化
、令和2年 4月からの使
定に向けた各種手続が
したため

・次の使用料改
定の際ｆょ
、
和！

中
］
”
抄

む
。

使用料の定期改定を

・令和元年10月 の消費
税率引上げを踏まえ、
手数料の動向を情報収
集する。

,国、県の情報を随時
収集し、必要に応じ手
数料の改定を行う。

計

画
ど
お

り

・国、県の手数料改定にあわせ、当
市の手数料を改定した。

達
成

見
込

国、県の動向に対し、時期を

業に向けた準備を行つた

価等
2年度

について、

(2)

益者負担の道正化

算を実施し、計
の結果、原価と手数
に大きな乖離を確認

県の情報を随時
し、必要に応じ手
の改定を行う。

1上げ後に

、受益者負担の更
化が図られて

し、

ス の

2歳入確保の推進
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令和2年度令和元年度

計口内春
(plan)

令和4年度の
劉避口標 計画内暮

(Plan)
具体的な内専 盛鱒的

計

画
ど

お
り

・納入促進員の役割を初期滞納者
対応に絞り、現年分を繰り越さない
よう徴収を強化した。
・きめ細かな納税相談・指導を行うと
ともに、一斉催告などを行い、現年
、滞納繰越分ともに滞納額を圧縮
した。
・効果的な滞納処分方法である給与

・滞納繰越分市税の収納率
17589る

上げた。

全

調査

不

安に対する状況]

達
成

見
込

・各取組とも計画どおり実施
し、滞納繰越額を圧縮できた
とを踏まえ、令和4年度末には
目標を達成できるものと評価し
た。 的な滞納処分

・新型コロナウ
イルス感染症
の影響により納

の

て

画

し、

が 困難な納
実情を

・効率的な徴収体制を
推進する。
・現年分の納入促進の
強化を図る。
・徴税吏員の徴収技術
の向上を図る。
・実態調査の拡充を図
る。
・慣権管理の充実を図
る。
・納税の猶予制度等を
適切に運用し、計画的
な納付につなげる。

【達成目安】
・滞納繰越分市税の収
納率 18730/6

・滞納繰越分市税等の
収納率について、計画
初年度の水準※を維持

※直近3年間 (平成28
～30年度)の平均値を
基に近時の傾向を考慮
して設定

【達成目安】
・滞納繰越分市税の収
納率  18730/。

る。

・徴税吏員、納入促進
員の分担を見直し、効
率的な徴収体制を推進
する。
・納入促進員の業務を
絞り、現年分の納入促
進の強化を図る。
・納税相談、財産調査
など滞納処分に関する
徴税吏員の徴収技術
の向上を図る。
・実態調査の拡充を図
る。
・債権管理の充実を図
る。

【達成目安】
繰越分市税の収
18730/o

向上

達
成

見
込

と協議を実施している

達成目 る個 ・関係者との協
議が完了してい
ない施設につ
いて、BIき続き
協議を行う。
・関係者との協
議が完了した
地域自治区か
ら順次、地域協
議会に再配置
候補施設リスト
を提示し協議を
進める。
・関係者や地域
協議会の意見
を踏まえ、再配
置候補施設リ
ストを見直すと
ともに、庁内で
の情報共有を
図る。

・再配置候補施設リスト
に基づき、地域や関係
者と合意形成を図る。
・個別施設計画を策定

現行の指定管理者制

る。

【達成目安】
月可 が策定さ

・個別施設計画が整備
され、公共施設 (建物 )
の総量抑制に資する適
正配置の具現化と施設
ごとの長寿命化方策が
具体化され、その取組
に着手されている状態

【達成目安】

目標を追加設定す

で に

の

協議を実施する。
・個別施設計画策定に
併せ、施設の効率的な
管理手法の見直しを行
つ。
・指定管理者制度にお
ける運用指針を策定す
る。
・運用指針に基づき、管
理状況の年3回の点
検・評価を実施するほ
か、必要に応じて運営
計画を策定する。
・公の施設の再配置計
画に基づく統廃合、譲
渡等を行う。

【達成目安】
・個別施設計画の素案
が作成され、地域や関
係者と協議を実施して
いる状態

個男叫

一
部

未
実
施

・公の施設の再配置に係る取組方向
や基本的な考え方を整理した。
・個別施設計画の素案(再配置候補
施設リスト)に基づき、関係者との協
議を行つたが、一部協議未了となつ
ていることから引き続き関係者との
協議を行うこととした。(11月 ～3月 )
・協議状況を踏まえ、再配置候補施
設リストの見直しを行つた。

・新型コロナウイルス感染症への対
応から、現行の指定管理者制度の
運用に課題があることが判明したこ
とから、指定管理者制度の在り方を
改めて整理した上で、運用指針を策
定することとした。
・10月 と3月 に指定管理者施設の点
検・評価を行つた。

[達成目安に対する状況]
・公の施設の取組方向や基本的な
考え方を整理した上で、個別施設計
画の素案 (再配置俵補施設リスト)を
作成し、関係者との協議を実施して
いる。

(1)施設の進正配置の推進及び維持管理の最適化

3公共施設の適正管理の推進

⑦施設の適正配置の推進及び維持管理の最適化

達
成

見
込

・計画どおり、「第ニセクター等
経営検討委員会」を開催すると
ともに、対象となる法人の方向
性を決定することができたこと
から、その方向性の実現に向
けた令和2年度以降の取組に
支障がないと判断し、達成見
込みとした。

・方向性の実現
に向けて、第二
セクター等の設
立経緯等も踏
まえ、所管課を
中心に第ニセ
クター等や地
域、関係者等と

勒ぃる。

・第ニセクター等評価委
員会の開催

―ごとに実
る。

【達成目安】

・第ニセクター等の将
来の方向性を実現する
ための実施計画 (統廃
合等実施計画や経営
健全化計画)に基づ
き、取組が推進されて
いる状態

【達成目安】
・実施計画に基づく取
組の達成割合 100。′る

針(H30～ )に

討委員会の開催

・関与方
基づき、 ―等

関

【達成目安】

た状態

計

画
ど
お

り

・平成30年度に策定した「第ニセク
ター等に対する関与方針Jこ基づ

き、第三セクター等の存続意義や事
業継続の是非を含め、対象法人の
将来の方向性について検討した。
・取組に当たっては、第ニセクター等
から組織や人事等に関する詳細な
資料を収集するとともに、第三セク
ター等に対するヒアリングや意見交

[達成目安に対する状況]
・関与方針に基づき、対象となるす
べての第ニセクター等の方向性を決
定した。

セク

取を り

につしヽては、
文

おい
向性につし
ては、

たヽだき、最終

員会」

のみ報告した。

第ニセクター等の経営健全化の推進

(1 ―等

セクター等の経営健全化の推進
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令細2年度令和五年度

見菫し、
改善事環
(Atton)

針再内容
くPIan)

令和4年度の
到違日標 計爾内警

(pt●n)
具体的な白害

達
成

見
込

・令和2年 4月 1日 の実職員数
は、日標値を22人下回る1,830
人となったが、業務の委託化、
非常勤職員への配置見直し等
により、業務遂行体制を確保し
た。

適正化計画に基
計画的な定員適
こ取り組む。

【達成目安】
・定員適正化計画に示
した正規職員数 1,817
人
(令和3年 4月 1日 現在 )

化 |

・定員適正化計画に基
づき、令和4年度当初
における職員数を次の
とおりとする。

【達成目安】
正規職員数 1,788人

・定員適正化計画に基
づき、計画的な定員適
正化に取り組む。

【達成目安】
・定員適正化計画に示
した正規職員数 1,852
人
(令和2年 4月 日ヽ現在 )

計

画
ど
お
り

し、令和2年度の定員を決定した。
・令和3年度以降の定員見通しを再
精査するとともに、退職・辞職・再任
用の見込み数を時点修正し、必要な
職員数を確保するための令和3年度
採用計画を作成した。

[達成目安に対する状況]
・正規職員数 1,830人
(令和2年 4月 1日 現在 )

(1)定員適正化の推進

③定員適正化の推進

・行政運営上の環境変
化などに対応するた
め、適時に組織の見直
しを行う。

・行政運営上の環境変
化などに対応するた
め、適時に組織の見直
しをイ子う。

計

画
ど
お

り

・健康福祉部を「福祉部」と「健康子
育て部」こ機能分化した。
・農村振興課内に「中山間地域農業
対策室」を、スポーツ推進課内に「全
国高校総体推進室」を設置した。
・ガス水道局総務課内の「経営企画
室」を「経営企画課」とした。

達
成

見
込

・基礎的な行政サービスの提
供体制を確保するとともに、社
会情勢の変化や新たな行政需
要に的確かつ柔軟に対応した
ため。

[効率的な組織の構
築]
・市の政策・施策を推進
するために効率的な組
織が構築されている状

・対象となる事務の洗
い出し、検討を行う。

計

画
ど
お
り

自

関

力の

達
成

見
込

・効果的・効率的に業務を執行
する体制となるよう具体的な取
組を進めたため。

・会計事務について
証実験の結果を受け、
業務の集約、事務の効
率化などの検討を進め
るため、引き続き関係
課と協議を行う。

ズや行政需
効果的・効

られてい

化 ]

る状態

見直し

達
成

見
込

能力等の向上を図つ

別研修

し、

研修、月可階層
ど

[Off」司
・新規採用職員や若手
職員の育成に重点をお
いた研修を始めとした
基礎・階層別研修を実
施する。
・問題解決や政策形成
能力などを高める課題
別研修を実施する。

[0」 T]
・新規採用職員への職
場内研修として、新規
採用職員1人につき、育
成指導担当職員1人を
選定し、6か月間に渡り
育成指導研修を実施す
る。
・再任用職員や専門職
員が持つノウハウ・技
術を次代を担う職員に
承継する。

[自 己啓発研修]
一人一人が、自
質向上及び能

【達成目安】
・人材育成方針に基づ

1000ッ 6

こ3 グ
す

のため、

・人材育成方針の目指
す職員像「“このまちを

を持つて職務に
り、市民の思い|
添いながら考え、行動
する職員」となるべく職
員の職階に応じた基礎
的資質・能力が向上し

【達成目安】
・人材育成方針に基づ

く研修等の取組の実施
割合100%

覚と誇り
携わ
こ寄り

た状態

基礎・階層別研修を実
施する。
・問題解決や政策形成
能力などを高める課題
別研修を実施する。

【達成目安】
・人材育成方針に基づ

く研修等の取組の実施
割合100%

や若手
の

計

画
ど
お
り

政策形成能力を高める取組を進め
た。

た。
・職員の能力を引き出し、職務に対
するな欲を高めるため、職員のキャ
リアデザイン、適性及び能力を踏ま
えた人員配置を行つた。

[達成目安に対する状況]
・人材育成方針に基づく研修等の取
組の実施割合 100%

質資 の ほ等

か

5効果的・効率的な組織体制の推進

①人材育成の推進
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新型コロナウイルス感染症に伴う公の施設の指定管理者への補填について

1 第 1四半期 (4月 ～6月分)の補填の状況

(1)6月 補正予算額       119,203千 円 (49施設)

(2)4月 から6月分の補填見込額  86,021千円 (45施設 )

(3)予算残額 (見込)      33,182千 円

(内訳 )

・臨時体業による経費の減

。国等の助成金 (雇用調整助成金等)の交付によるもの

。臨時休業期間の短縮による利用料金の増

・臨時休業期間の短縮による経費の増

86,384千 円

20,269千 円

10,271千円

△33,692千 円

新型コロナウイルス感染症の影響による施設の利用控えが進み、更に感染症の拡大防止を

目的とした施設の臨時休業、イベントの自粛や県をまたぐ移動制限等の影響を受け、特に、

温浴・宿泊施設では利用者数が過去 3か年平均と比べ 8割近く減少した。

2 第 2四半期 (7月 ～9月 分)の補填見込額
7月 から9月 分の補填見込額 59,481千 円 (48施設 )

。国等から指定管理者に交付される助成金等 (40,342千円)を収入に含めて収支を見込み、6

月補正時 (第 1四半期)と 同様の方法で算定した。

3 補正予算について
9月補正予算額 37,001千 円 (18施設 )

・6月 補正予算額から補填見込額 (4月 ～6月 分)を差し引きし、7月 から9月 分の補填見込額

に対する不足額を増額補正することとした。

・なお、予算残額 (見込)が 7月 から9月 分の補填見込額を上回る場合であつても、10月 以降

の補填に対応するため、減額補正は行わないこととした。

<参考> 指定管理施設数等の状況
|■■||―項目■■■|■月補1芝1時点|― |,月 1補正時凍 増加施設

指定管理施設数 82 86 安塚雪
だるま高原

キューピットバレイスキー場 他 3施設

補填対象施設数 49 52 上越市柿崎屋内水泳プール 他 2施設
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補填見込額及び補正額一覧

(1)9月 補正対象施設 単位 :千円

血 施設名 所管課
6月補正
予算額
.(A)

4～6月
補壊見込額
(B)

予算残額
(見込 )
(C)=(A)一 lB)

7～ 9月
補壌見込額
(D)

補霊額
(D)|(C)

1 上越市大手町駐車場
用地管財課 733 539 194 549 355

2 上越市高田駅前立体駐輪駐車場

3 上越市市民プラザ 用地管財課 7,247 5,354 1,893 4,391 2,498

4 ワークパル上越 産業政策課 1,519 1,799 * △ 280 457 457

5 月影の郷 農村振興 H果 193 558 * △ 365 117 117

6 川上笑学館 農村振興課 132 174 * △ 42 120 120

観光施設等管理事業

7 くわどり湯つたり村 施設経営管理室

8 ヨーデル金谷 施設経営管理室

9 牧湯の里深山荘 施設経営管理室

10 柿崎マリンホテルハマナス 施設経営管理室

11 大潟健康スポーツプラザ鵜の浜人魚館 施設経営管理室

12 吉)||ス カイ トピア遊ラン ド 施設経営管理室

13 吉川ゆつた りの郷 施設経営管理室

14 板倉保養センター 施設経営管理室

15 ゑしんの里記念館 施設経営管理室

16 三和ネイチャーリングホテル米本陣 施設経営管理室

17 うみてらす名立 施設経営管理室

74,014 66,575 7,439 39,482 32,043

4,544 1,848 2,696 1,731

3,416 2,372 1,044 450

1,605 1,629 △ 24 1,988

6,159 9,034 △2,875 3,110

8,284 5,228 3,056 2,915

1,530 2,186 △ 656 1,517

15,243 5,812 9,431 7,015

6,334 5,637 697 2,839

17 17 551

11,016 11,154 △ 138 5,768

15,866 21,675 △5,809 11,598

18 上越科学館 社会教育課 5,364 3,229 2,135 3,546 1,411

小計 ① 89,202 78,228 10,974 48,662 37,001

(2)9月 補正対象外施設

(3)(1)及 び(2)の合計

※ 表中「*」 の施設においては、指定管理者に速やかに補填するため、既決予算からの流用で

対応することとし、同施設の補正額は 7月 から9月 の補填見込額と同額とする。
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血 施設嘉 所管課
6月補正
予算額
(A)

4～6月
補壊見込額
(B)

予算残額
(見込 )
(C)=(A)― (B)

7～9月
補填見込額
(D)

補H額
0)工 (C)

19 リージョンプラザ上越 用地管財課 6,574 462 6,112 387

20 市民いこいの家 福祉課 2,211 893 1,318 933

21 上越リゾートセンターくるみ家族園 福祉課 5,381 1,285 4,096 1,829

安塚地域産業振興施設管理運営費

22 雪だるま物産館 農村振興課

23 樽田そば処 農村振興課

809 303 506 293

425 99 326 193

384 204 180 100

体育施設管理運営費
24
高田城址公園野球場 スポーツ推進課

42 他 18施設

柿崎総合運動公園野球場

他 4施設
スポーツ推進課

47

7,600 1,168 6,432 6,078

6,999 1,168 5,831 5,365

601 601 713

48 上越市立オールシーズンプール スポーツ推進課 6,016 2,483 3,533 1,299

49 岩木多目的研修センター 農村振興課 9 31 * △ 22

50 上越市南葉高原キャンプ場 農林水産整備課 951 949 2

51 上越市海洋フィッシングセンター 農林水産整備課 347 216 131

52 大潟野外活動施設 社会教育課 103 3 100

小計 ② 30,001 7,798 22,208 10,819

血 施設名 所管課
6月 補正
予算額
(A)

4～6月
構壊見込額
(B)

予算残額
(見込)
C)=(A)― lBl

7～ 9月
補填見込額
(D)

補正額
(D)― (C)

合計 ①十② 119,203 86,021 33,182 59,481 37,001


